
 

ダムの洪水調節機能に対する 

住民の理解特性に関する研究 
 

 
片田 敏孝1・及川 康2 

 
1正会員 群馬大学大学院教授 工学研究科 社会環境デザイン工学専攻 

（〒376-8515 群馬県桐生市天神町1-5-1） 

E-mail: t-katada@ce.gunma-u.ac.jp 
2正会員 群馬大学大学院講師 工学研究科 社会環境デザイン工学専攻 

（〒376-8515 群馬県桐生市天神町1-5-1） 

E-mail: oikawa@gunma-u.ac.jp 
 

洪水調節を目的に含むダムには明らかに洪水調節機能があるにもかかわらず，その事実が人々に正確に

認識されることは一般に希であり，とりわけ洪水災害直後においては“加害者としてのダム”のイメージ，

あるいは消極的に表現したとしても“効果のないダム”のイメージが顕在化することが多いのが実情と思

われる．本論文は，ダムの洪水調節機能に対する住民理解が，構造物として備え持つ実際の洪水調節機能

のありようと大きく乖離しているのが実態であるならば，それは正しく是正されるべきとの立場のもと，

そのような乖離の背景を整理するとともに，乖離を是正するための方策の方向性を検証したものである． 
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1. はじめに 

 

洪水調節を目的に含むダムは，効果の程に大小の差異

はあれども洪水調節機能を必ず有する構造物であること

に疑念の余地はない．しかしながら一般には，その事実

が住民に必ずしも正しく理解されるとは限らない1)どこ

ろか，洪水調節に対してダムは役に立たないとか，ダム

が洪水を引き起こしているといった認識がいわゆる“住

民の生の声”として報じられることも多々あり，現状で

はダムを洪水調節手段の選択肢から社会的に除外しかね

ない世論2), 3), 4), 5)が存在することも事実である． 

社会的存在としてのダム全般に対する住民の意識・態

度をここでは「ダムに対する一般的賛否意識」と呼称す

るならば，本研究は，より多くの人々の「ダムに対する

一般的賛否意識」を肯定的なものへと導くことも否定的

なものへと導くことも目的とはしていない．なぜならば，

ダムという選択肢が適切か否かは，そのダムが目的とす

る治水・利水・発電などのベネフィットに比して，自然

環境へ及ぼす負荷や建設・維持費用などのコストの総量

が見合うものとなっているのかを，ダム以外の他の選択

肢との比較検討を経て総合的に判断されるべきものであ

り，それはその地域の実情に応じて様々であると考える

からである．ただしそれは，ダムにまつわるコスト面と

ベネフィット面の双方について正しく認識されたうえで

の判断であるべきであり，そこにおいて，ダムの洪水調

節機能が不当に小さく認識されていたり，ましてやダム

の洪水調節機能が無いとか，ダムが洪水被害の原因とな

ったり被害を増大させているなどといったかたちで認識

されているとするならば，この点は正しく是正される必

要がある．本研究の着眼点はこの点にある．すなわち，

本研究の目的は，ダムの洪水調節機能に関する住民認識

の構造と特性を把握するとともに，その住民認識に歪み

や誤解が生じているならば，その歪みや誤解が是正され

るための方策について検討することである． 

ダムに関する住民意識の問題は，これまでには公共事

業に関する行政と住民の間での合意形成問題として多く

取り扱われてきた経緯がある6), 7), 8), 9), 10), 11)．これらでは，

主として行政への信頼感や手続公正感などが果たす役割

の重要性を指摘・検証するものが多く，本研究において

もこれらの要素の重要性についての認識は基本的には同

じである．しかし一方で，そこで取り扱われる公共事業

の遂行に対して当事者間で合意に辿り着くことがある種

の最終的な目標として取り扱われる傾向に関しては，本

研究とは立場が異なるものである．すなわち本研究では，

「ダムに対する一般的賛否意識」が最終的に肯定的なも

のに落ち着くのか否定的なものに落ち着くのかについて

は議論の対象とはしておらず，あくまでも本研究では

「ダムに対する一般的賛否意識」の形成要因のひとつで
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ある「ダムの洪水調節機能に関する理解」が正当なもの

となっているのか否かを議論の対象としている．また，

その「ダムに対する一般的賛否意識」に「ダムの洪水調

節機能に関する理解」が要因となって歪みや誤解が生じ

ているならば，その実情把握とともにその解消に向けて

の方策を検討することが本研究の目的である． 
 

 

2. ダムの洪水調節機能と被災後の住民反応の実

態 

 

(1) ダムによる洪水調節機能12) 

洪水調節の他にも上水道・発電・かんがい用水などの

多くの目的を持つダムにおいては，洪水調節のための容

量（洪水調節容量）が予め基本計画で決まっており，そ

の容量を最大限活用して洪水を調節することになる．洪

水期にはこの洪水調節容量を大きく確保してあるのが普

通である．洪水が発生した場合には，流入する洪水の一

部をここへ貯留することにより下流の洪水被害を軽減す

る．例えば，もしダム上流から100の流入量があったと

すれば，それよりも少ない量（例えば30）を放流して残

りの70を貯留するのが洪水調節である．ここでもし下流

域の河川整備の目標が「50の流量に耐えうるような整

備」であるとするならば，下流域はダムからの30の放流

量には耐え得ることになる．しかし，必然的に50を上回

る放流には耐え得ないこととなり，ましてや仮にダムが

無かったとしたならば，100の流量がそのまま下流域に

及ぶこととなり，下流域での洪水被害はより甚大なもの

となる． 

以上までが通常の洪水調節の仕組みであるが，しかし，

ダム上流域での豪雨が継続し，ダムの洪水調節容量が満

水になる可能性が高まった場合には，ダム堤体自体の安

全確保のため，ダムへの流入量をそのまま下流側へ通過

放流することにより，ダム貯水位が上限以上に上昇しな

いようにする「ただし書き操作」が行われる場合がある

（報道等では“緊急放流”などと呼ばれることがある）．

この際には，下流域で急激に水位上昇しないように穏や

かに増水させる操作方法が予め各ダム毎に定められてい

るものの，最終的にはダムへの流入量と放流量を一致さ

せることになるため，そのときのダムへの流入量がたと

えば100であったならば，放流量もそれに応じて100とな

るため，下流域が50の流量までしか整備されていない場

合には洪水被害が生じ得ることとなる．しかしながら，

それであっても，ただし書き操作に移行するまでの猶予

時間を稼いでいることになるため，その猶予時間を災害

情報伝達や避難準備などの種々の対応に費やすことがで

きるだけでなく，流入量（＝ダムがなかった場合にはそ

のまま下流域に及ぶ流量）のピークを低減する効果など

も期待できることから，たとえただし書き操作に移行し

たとしても，洪水調節効果は発揮していることになる．

ましてや，ダムがない場合よりもダムがある場合の方が

下流域の浸水被害が拡大されるといった事態は生じ得な

いことは明らかである． 

 

(2) 豪雨災害後にみられる住民の反応 

図-1は，2004年新潟豪雨災害における刈谷田川ダム

（刈谷田川）での洪水調節の概要を示したものである13)．

これによると，ダムへの流入量よりも少ない量を放流す

る14時頃までのダム操作によって，下流域の洪水被害を

大幅に軽減していた様子が確認できる．また，ダムの貯

水位が満水に近づいた14時頃からは，流入量と等しい量

を放流するただし書き操作に移行した様子も確認できる．

結果として下流域では浸水被害が生じることとなったも

のの，ここにおいてダムは洪水調節効果を発揮していた

ことは明確であり，ましてや「ダムが洪水を引き起こし

た」などの表現は不適切であることに異論は無かろう． 

このような2004年新潟豪雨災害におけるダムによる洪

水調節効果に関する住民認識の実態を図-2において概観

してみる．図-2は，群馬大学工学部防災研究グループら

が2004年9月下旬に新潟県三条市・見附市・旧中之島町

で特に大きな浸水被害が発生した地域に居住する世帯を

対象に実施したアンケート調査の結果14)である．これに

よると，ダムは「水位の上昇を緩和することに貢献し

た」と認識している住民はわずか20%弱を占めるのみで

あり，また，70%以上の住民が「ダム放流が浸水被害の

原因の一つ」と認識していた様子がわかり，ここにおい

て“加害者としてのダム”のイメージを持つ回答者が圧

倒的多数を占めている実情を把握することができる．注

目すべきなのは，新潟豪雨における各ダムは明らかに洪

水調節効果を発揮しているにもかかわらず，その効果が

一般住民に認識されていないにとどまらず，むしろダム

は加害者として印象付けられているという現実である． 

住民のこのような“加害者としてのダム”のイメージ

や“効果のないダム”のイメージは，「洪水時のダム放
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図-1 2004年新潟豪雨における刈谷田川ダムの洪水調節 13)
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流（ただし書き操作）への反対」や「ダムの存在そのも

のへの反対」などという態度，あるいは，洪水時のダム

放流を出来るだけ先延ばしにして時間稼ぎが出来るよう

「事前放流などによる洪水調節容量の拡大」を要望する

態度などとして顕在化する可能性が考えられる．しかし，

「事前放流」に関しては，河川管理者及び各事業者がそ

れぞれ使用できる容量があらかじめ基本計画で定められ

ており，その各事業者の利水容量を事前に放流するには，

精度の高い降雨の予測が早い段階で必要となるほか，利

水容量を復元出来なかった場合の補償や協定などについ

ての検討も重要となるため，ダムによっては困難な場合

も少なくない．また，前述のとおり「洪水時のダム放流

（ただし書き操作）」はダム本体にダメージを与えるよ

うな最悪の事態を回避することが目的なのであり，「ダ

ムの存在そのもの」の必要性については洪水調節以外の

多様な要素（利水・環境負荷・費用などのメリットとデ

メリットの双方の要素）を総合的に考慮して判断する必

要があることは言うまでもない． 

以上のように，実際の洪水被害の発生後には様々な住

民の反応が考えられるものの，いずれにおいても，ダム

の操作が規定通りに行われる限り，必ずダムは一定の洪

水調節効果を発揮する構造物であることに変わりはない．

しかし一方では，ダムの操作を契機に被害が発生すると

いう事実関係に基づき，概して被災後の地域では上述の

ような短絡的な住民反応が見受けられる傾向にあるとい

う実態を踏まえるならば，被災後になってから後追的に

ダムに対する住民の誤解を是正する対応をしていくのみ

ではなく，被災前の平時からダムに対する正しい住民理

解を先行的に図っていく動きが重要となろう．なぜなら，

もしも被災前の平常時に先行的にダムの洪水調節機能に

関する正しい住民理解を十分に形成しておくことができ

たならば，将来の被災時においては図-2のような短絡的

な住民反応を回避することができたかもしれないからで

ある．とりわけ今後は豪雨の多発傾向が懸念されており，

それに伴い各ダムではただし書き操作の可能性が増大し

ていくことを念頭におくならば，図-2に示されるような

住民反応は新潟豪雨災害のみで見られた特異な現象とい

うよりもむしろ今後は全国各地のダムで生じ得る事態で

あると捉えるべきであり，被災前の平時からダムに対す

る正しい住民理解を先行的に図っていくことは早急の課

題と言えよう． 

 

 

3. ダムの洪水調節機能に対する住民理解構造に

関する論点の整理 

 

(1) ダムに対する一般的賛否意識に関する視点 

ダムの洪水調節効果に関する住民の主観的な認識が，

実際の洪水調節効果の程とは必ずしも一致しない現状に

対する背景として，まず第一に，そもそも社会的存在と

してのダム全般に対して住民が先行的に抱いている一般

的賛否意識が，多くの場合に否定的なものである可能性

があるということが挙げられる． 

ダムは自然環境へ少なからず負荷を及ぼすものであり，

また，ダムの建設や維持には多くの費用を要することも

事実であることから，これらダムが持つ負の影響面を重

視する住民ほど，ダムの存在に対して否定的意識を持ち

やすい傾向にあることは想像に難くない．このような意

識を抱く住民においては，「ダムは洪水調節効果を有し

ている」という認知は受け入れ難く，心理学で言う認知

的不協和（cognitive dissonance）15)の状態にあると言える．

一般に認知的に不協和を生じさせる事実を自ら積極的に

理解しようという動機付けがあるとは考えにくく，逆に，

「ダムは洪水調節効果を有しない」という認知的に整合

的な理解には容易に傾倒する可能性が高いと考えられる

のである． 

ダム全般に対して否定的な意識を持つこと自体は，決

して否定されるべき事ではない．しかし，ダムの洪水調

節効果に対する意識のあり様が，ダムによる自然環境へ

の負荷やダムの建設・維持費用などの負の側面に対して

抱くイメージの如何によって連動して規定されるような

事態は健全ではない．あくまでも，ダムの洪水調節効果

に関する意識は，自然環境への負荷に関する意識や建

設・維持費用に関する意識などとは独立に（無相関に）

【三条市調査】五十嵐川上流のダム
は五十嵐川の水位の上昇を緩和す
ることに貢献した

【中之島町調査】刈谷田川上流のダ
ムは刈谷田川の水位の上昇を緩和
することに貢献した

【見附市調査】刈谷田川上流のダム
は刈谷田川の水位の上昇を緩和す
ることに貢献した
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図-2 新潟豪雨災害に関する住民意識調査の結果 
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形成される必要があると考えられるのである． 

以上のような基本認識に立つならば，まず， 

ダム全般に対する一般的賛否意識は，ダムの洪水調節

効果に関する認識だけで規定されるものではなく，そ

の他のメリットとデメリットの双方の多様な要素に関

する認識による影響も受けたうえで総合的に形成され

るものである（論点1）， 

ということを確認すると同時に， 

ダムの洪水調節効果に対する住民認識は，それ以外の

認識，とりわけダムが自然環境へ与える負荷やダムの

建設・維持費用などのような負の側面に対する住民認

識とは独立に（無相関に）形成されることが必要とな

るが，そのためにはどのような条件が必要なのか（論

点2）， 

という点について検討する必要がある．この点について

は第4章にて検討を行うこととする．  

 

(2) ダムの洪水調節機能に対する住民理解に関する視点 

ダムの洪水調節効果に対する住民認識と実際の洪水調

節効果との乖離に関する第二の背景としては，ダムの洪

水調節機能を正しく理解することそのものが一般の住民

にとっては必ずしも容易なものではない可能性があると

いうことが挙げられる． 

ダムの洪水調節機能を正しく理解することとは，すな

わちダムへの流入量とダムからの放流量との関係性を理

解することであり，洪水流量の上昇局面においては流入

量よりも放流量を少なくすることで洪水を軽減している

ということを理解することに他ならない．しかしながら，

一般的な住民理解としては，そのような流量の関係性を

精密に理解しようとしているとは考えにくく，むしろよ

り概念的・短絡的に「ダムがあるので大丈夫のはず」と

いった理解に留まっている可能性が高いと考えられる．

このため，住民がダムの効果を認識する際には，自宅に

浸水被害が無いことを基準とした「自宅被害の有無」が

大きな関心事となっていることが考えられるのである． 

これは，ダムが無い状態を基準とした「ダムの有無に

よる被害状況の差異」というダム管理者等の視点とは大

きく異なるものである．たとえば，図-3(1)に示すような

「想定内（ただし書き操作まで至らない）の豪雨時に通

常の洪水調節で対処した結果，浸水被害は無かった」場

合も，図-3(2)に示すような「想定外の豪雨時にやむなく

ただし書き操作に移行し，結果として浸水被害が生じ

た」場合も，いずれにおいても，ダムが無い場合を基準

として考えるダム管理者の視点に立つならば，ダムは洪

水調節の効果を発揮しているのは明らかであり，まして

やダムが被害を拡大するようなことは一切無いことが容

易に理解される．しかしながら，あくまでも自宅での浸

水被害の有無に視点を置く住民の視点に立つならば，

図-3(1)のような被害を伴わないケースでは，実際にはダ

ムは洪水調節効果を発揮しているにもかかわらずその効

果は認識されず，また，図-3(2)に示すような被害を伴う

ケースでは，ダムの操作を契機に被害が生じることにお

いて，被害の起因としてダムを直接的に結びつけて考え

る傾向にあることは容易に理解できる．それゆえ，上流

にダムが存在するにもかかわらず下流域で洪水被害が生

じた事実を目の当たりにした住民にとって，ダムに対す

る住民理解が「ダムがあるので大丈夫のはず」から「ダ

ムがあるのに大丈夫ではなかった．ダムは役に立たなか

った」といった内容へと変貌するという流れは，むしろ

必然的であるとさえ考えられるのである．ましてや，こ

の浸水被害の発生とダムのただし書き操作の開始のタイ

ミングが往々にして一致することが，自宅の浸水被害の

原因をダムのただし書き操作に求めさせ，“加害者とし

てのダム”のイメージ，あるいは消極的に表現したとし

ても“効果のないダム”などのイメージを強化する結果

となっていると考えられるのである． 

一般的に人の判断は，ある視点に基づいてそれと比較

することで行われる，すなわち参照点に対して相対的に

判断される傾向にあることが指摘されている16)．このこ

とからも，ダムの洪水調節効果の認識については，どの

ような視点から判断を行うかが大きな影響をもたらすも

のと考えられ，とりわけダムの洪水調節効果を正しく認

識するためには，ダムが無かった場合を想像できる視点

を持つことが重要となると考えられる． 

したがって，ダムの洪水調節効果に対する住民認識と

実際の洪水調節効果との間に生じる乖離の解消のために，

(堤防高)
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地
点

の
水

位
あ

る
地

点
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水
位

時刻

時刻

ダムが無かった場合の水位

実際に起こる水位

ダムが無かった場合の水位

実際に起こる水位

(1) 計画を上回らない洪水時に，通常の洪水調節で対処した
結果，浸水被害は無かった場合

(2) 計画を上回る洪水時に，やむなくただし書き操作に移
行し，結果として浸水被害が生じた場合

ダム管理者の視点から見た正の効果

住民の視点から見た負の効果

(堤防高)

 

図-3 ダム洪水調節効果を認識する際の 2つの視点 
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根本的にはまず， 

ダムの洪水調節機能（放流量と流入量との関係）を正

しく理解することが重要であり，そのためにはどのよ

うな知識が必要なのか（論点3）， 

という点が検討される必要があり，併せて， 

ダムの洪水調節機能を正しく理解するためには，ダム

が無かった場合を想像できる視点を持つことが重要で

ある（論点4）， 

という点についても検討を加える必要がある．これらの

点については第5章において検討を加える． 

 

(3) 調査の実施概要 

ダムの洪水調節機能に対する住民の理解特性に関する

以上のような4つの論点を中心とした検討は，表-1にそ

の実施概要を示すアンケート調査に基づき行う． 

調査対象地域の概要は以下のとおりである．調査対象

者は群馬県みなかみ町に位置する相俣ダム下流の赤谷川

流域に居住する一般住民であり，ダムに関して全くの無

関心ではないことが想定される住民層である．相俣ダム

は昭和33年に運用が開始されている．記録では確認でき

ないものの，現地での住民ヒアリングやアンケート調査

の自由記述にによると，ダムが完成する以前には，被害

を及ぼすまでではないものの大きな流量の洪水が赤谷川

を流下することは幾度かあったとのことである．一方，

相俣ダムの運用開始以降における最大の洪水流量は平成

14年7月に観測されている．このときには，下流域で甚

大な浸水被害は生じておらず，また，ただし書き操作に

移行するまでには至っていない．以上のことから，当該

地域においては，大きく肯定的にも否定的にも偏らない

ダムに対する一般的賛否意識となっていることが想定さ

れることから，平常時における住民のダムに関する洪水

調節機能に関する認識を調査・把握するには適した地域

であると判断した． 

 

 

 

 

 

 

4. ダムに対する住民の一般的賛否意識とその形

成要因 

 

(1) ダムに対する一般的賛否意識の影響要因に関する検

討 

以上のような認識のもと，ここでは，洪水調節機能に

対する認識に限定されないより一般的かつ広範な住民の

ダムに対する意識である「ダムに対する一般的賛否意

識」について，論点1に関する検討を行う． 

調査では，住民の「ダムに対する一般的賛否意識」を

捉えるために表-2に挙げる4つの質問を設けている．こ

れら4つの意識項目の質問文の違いによる影響をできる

だけ排除するため，ここではこれら4つの意識項目に対

する回答の値を平均化したものを「ダムに対する一般的

賛否意識」として扱うこととする（値が大きいほどダム

一般に対して肯定的，値が小さいほどダム一般に対して

否定的な意を表すよう尺度化）．なお，これら4つの意

識項目についてCronbachの信頼性係数（α係数）17)を求め

たところ，その値はα=0.769となり，これら4つの意識項

目は内的一貫性を持つと判断されることから，これら4

つの意識項目は同一の心理尺度の特性を示すものと判断

して問題はない． 

表-3に示すように，ダムに関するベネフィット面の住

民認識として，ダムの洪水調節効果に関する認識（X1）

表-2 ダムに対する一般的賛否意識に関する設問 

質問文 
平均値 

(標準偏差) 
α係数 

ダムは“百害あって一利なし” 
（1:そう思う～5:そう思わない） 

3.995 
(1.080) 

新たなダム建設には反対である 
（1:そう思う～5:そう思わない） 

3.060  
(1.358) 

ダム建設はやむを得ない場合もあると思う 
（5:そう思う～1:そう思わない） 

3.763 
(1.162) 

ダムの建設は避けるべきだと思う 
（1:そう思う～5:そう思わない） 

3.293 
(1.240) 

0.769 

(N=403)     

表-3 ダムに対する一般的賛否意識への影響要因 

説明変数 係数 t値 標準化係数 

X1 洪水被害を軽減する手段とし

てダムは役立つと思う 
0.183 5.685 0.212

X2 生活用水の安定確保や発電な

どの“利水”に役立つと思う 
0.312 8.525 0.314

X3 ダムの存在が自然環境に与え

る影響は非常に大きいと思う 
-0.216 -7.282 -0.283

X4 ダムの建設に要する費用は高

すぎると思う 
-0.234 -7.450 -0.285

定数項 3.128 13.529

「ダムに対する一般的賛否意識（5：肯定的～1：否定的）」を目的変数とし

た重回帰分析（重相関係数=0.726，N=403）．各説明変数は全て（5：そう思う

～1：そう思わない）． 

 

表-1 調査実施概要 

実施時期 2008.3.8～3.19 

対象地域 群馬県みなかみ町相俣ダム下流域 

配布方法 戸別訪問ポスト投函 

回収方法 郵送回収または訪問回収 

配布数 1171票 

回収数 444票（37.9%） 
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と水源確保や発電などの利水に関する認識（X2）を，そ

してコスト面の住民認識として，自然環境への負荷に関

する認識（X3）と建設・維持費用に関する認識（X4）を

それぞれ採り上げ，これらを説明変数として「ダムに関

する一般的賛否意識」を目的変数とする回帰分析を行っ

た．これによると，ダムに対する一般的賛否意識は，洪

水調節や水源確保などのようなベネフィット面に関する

認識からは有意に正の影響を受けて形成される傾向が示

される一方，自然環境への負荷や建設・維持費用などの

コスト面に関する認識からは有意に負の影響も同時に受

けた上で形成されている様子を確認できる．とりわけダ

ムの一般的賛否意識は，ダムの洪水調節効果に関する認

識のみならず，その他の認識の有りようによる影響も強

く受けて形成される傾向にあることも伺える． 

以上より，ダム全般に対する一般的賛否意識は，ダム

の洪水調節効果に関する認識のみで規定されるものでは

なく，その他のベネフィット面とコスト面の双方の多様

な要素に関する認識による影響も受けたうえで総合的に

形成されるものであるという前掲の論点1について確認

された． 

 

(2) ダムの洪水調節効果に関する認識の独立性の検討 

ここでは，「ダムの自然環境への負荷に関する認識」

や「ダムの建設・維持費用に関する認識」に対して，

「ダムの洪水調節効果に関する認識」が独立性を担保し

たうえで形成され得るのかという観点である，論点2に

関する検討を行う． 

前節でみたように，ダムに対する一般的賛否意識は，

ダムがもつコスト面とベネフィット面の双方に関する認

識のありようが説明変数となって規定されており，ダム

の洪水調節効果に関する認識はその説明変数のひとつに

すぎないという関係にあることが考察された．しかし，

このようなダムのメリットの側面とデメリットの側面の

双方を正しく理解すること自体，とりわけダムに高い関

心や正しい理解を持つわけではない一般の住民にとって

は容易な事ではないと思われるのである．むしろ，ダム

への関心が低くダムのことをよく知らない住民にとって

は，ダムという同一の対象への認識の中にメリットの認

識とデメリットの認識とが同居する状況は認知的に不協

和を生じさせることとなり，それを解消する方向で容易

に認識の内容を歪めて変更すらし得ることが想像される． 

ダムの洪水調節効果に関する認識のありようは，本来

的にダムが備え持つ洪水調節機能のありようのみに連動

して形成されることが本質的であると考えられる．しか

し，ダムの洪水調節効果に関する認識が，もしも上述の

ようにメリットの認識のありようと整合的であるように

歪められて変更され得る構造，換言すれば，その両者に

独立性が担保されていない（不合理な相関が見られる）

状態であるならば，ダムの洪水調節効果に関する住民の

主観的な認識が実際の洪水調節効果と乖離してしまうよ

うな事態は，むしろ必然といっても過言ではなかろう． 

そこで，その両者（「ダムの洪水調節効果に関する認

識」と「ダムの自然環境への負荷に関する認識」及び

「ダムの建設・維持費用に関する認識」）の間の独立性

（相関）が，「ダムの洪水調節機能の理解度」の違いに

よってどのように異なるのかについて，表-4に示される

相関係数を見ることにより検討する．調査では「ダムの

洪水調節機能の理解度」を捉えるための設問として，い

わゆるただし書き操作時に下流域で洪水被害が生じる事

態となったとしてもダムの洪水調節機能を正しく認識で

きるか否かを推し量る質問を設けている（表-5参照）．

いずれに対しても「ダムを責めることはできない」や

「ダムは間違いではない」という反応を示すためにはダ

ムの洪水調節機能についての十分な理解が不可欠となる

表-5 ダムの洪水調節機能の理解度に関する設問 

項目内容 
平均値 

（標準偏差） 
α係数 相関係数 

これは仕方のないことだ．ダムを責める

ことはできない． 
（5:そう思う～1:そう思わない） 

3.078 
(1.284) 

ダムの上流で非常に多くの雨が降って，ダムが満水に

なってしまいそうな場合には，操作規則に従ってダム

からの放流が行われることがあります．このとき，ダ

ム下流の地域で浸水被害が生じてしまったという事例

が，これまでに全国でいくつか発生しています．これ

と同じような状況がもし万が一相俣ダムでも発生した

なら，あなたはどう思いますか？ 

このような状況でのダムからの放流は，

間違いではないと思う． 
（5:そう思う～1:そう思わない） 

3.613 
(1.104) 

0.647 
0.446 

( p<.001 ） 

(N=372)     

表-4 ダムの洪水調節機能に関する認識の独立性の検証 

 γ1 γ2 

理解度：高 (n=73) 0.171 0.216 
理解度：やや高 (n=110) 0.161 0.075 
理解度：やや低 (n=110) 0.146 0.219 * 
理解度：低 (n=79) 0.435 *** 0.260 *** 

ダムの洪水調節効果
に関する認識 (X1)

ダムの自然環境への
負荷に関する認識(X3)

ダムの建設・維持費用
に関する認識(X4)

γ1

γ2  
* p＜.05,  ** p＜.01,  *** p＜.001 
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設問となっている．これら2問への回答平均値に基づき

序列化し，できるだけ回答者が等分割となるよう4分割

し，その上位グループから理解度を「高／やや高／やや

低／低」としている． 

これらによると，「ダムの洪水調節機能の理解度」が

ある程度高い住民においては，上述のような独立性は担

保されている（不合理な相関はみられない）様子が確認

できる一方で，理解度が特に低い住民においては，独立

性は担保されていない（不合理な相関がみられる）様子

を表-4から確認することができる．すなわち，論点2に

ついて，ダムの洪水調節効果に対する住民認識がそれ以

外の認識，とりわけダムが自然環境へ与える負荷やダム

の建設・維持費用などのような負の側面に対する住民認

識とは独立に（無相関に）形成されるためには，ダムの

洪水調節機能を正しく理解していることが必要不可欠で

あることが示された[1]． 

 

 

5. ダムの洪水調節機能の理解のための視点 

 

以上までにおいて，ダムの洪水調節機能についての正

しい住民理解の重要性が検証された．ここでは，その理

解を促すためには具体的にどのような視点が必要となる

のかについて，主として前掲の論点3及び論点4に基づき

検討を加える． 

 

(1) ダムの洪水調節機能に関する知識 

ここでは，ダムの洪水調節機能を正しく理解するには

具体的にはどのような知識が必要なのかについて検討を

加える（論点3）． 

ダムの洪水調節機能に関する印象として，調査では

表-6に挙げるような9項目について把握しており，これ

らに対して要点を整理するために主成分分析を行った．

表-6にはその分析結果も併記している．これによると，

本調査において把握されているダムの洪水調節機能に関

して住民が保持する印象は，主として4つに分類される

ことが示された． 

第1軸として分類される内容としては，洪水時にダム

から放流するということを「溜め込んだ洪水を一気に放

表-6 ダムの洪水調節機能に関する印象の主成分分析結果 

項目内容 第1軸 第2軸 第3軸 第4軸 

洪水時のダムからの放流は，下流域の浸水被害を拡大してし

まうので，絶対に避けるべきだ 
0.861  0.089  -0.011 0.116 

洪水を防ぐためのダムなのに，ダムが加害者になってしまっ

ては本末転倒だ 
0.759  0.227  0.078 -0.095 

洪水時のダムからの放流は，溜め込んだ洪水を一気に放出し

ているという印象がある 
0.651  0.109  -0.243 -0.001 

これはダムの操作ミスに原因があるのではないかと思う 

 
0.177  0.901  0.042 0.019 

責任はダム管理者にあると思う 

 
0.190  0.889  0.030 0.047 

このような状況であっても，ダムは洪水の軽減に対して，一

定の効果は発揮していると思う 
-0.030  -0.068  0.864 0.083 

ダムの上流で非常に多くの雨が降っ

て，ダムが満水になってしまいそう

な場合には，操作規則に従ってダム

からの放流が行われることがありま

す．このとき，ダム下流の地域で浸

水被害が生じてしまったという事例

が，これまでに全国でいくつか発生

しています．これと同じような状況

がもし万が一相俣ダムでも発生した

なら，あなたはどう思いますか？ 

ダムが放流しなければ，ダムから洪水が溢れてしまい，ダム

自体が危険な状態になってしまうのではないかと思う 
-0.097  0.146  0.811 -0.041 

ダムがあっても洪水災害を完全に防ぐことは出来ないと思う （反転項目） 

 
-0.057  0.016  -0.146 0.867 

ダムさえあれば，洪水災害を完全に防ぐことが出来るはずだと思う 

 
0.079  0.045  0.204 0.853 

固有値 1.827  1.702  1.537 1.514 

寄与率 20.3% 18.9% 17.1% 16.8%

Varimax回転，固有値1以上の主成分を抽出，N=372 累積寄与率 20.3%  39.2%  56.3% 73.1% 

 

 表-7 ダムの洪水調節機能の理解度への影響要因 

説明変数 標準化係数 

【加害者】：洪水時のダム放流は被害を拡大するという

印象（第1軸主成分得点） 
-0.441  

【管理者責任】：洪水時にダム放流をした場合の被害発

生は管理者に責任ありとの印象（第2軸主成分得点） 
-0.434  

【効果認識】：それであってもダムは一定の効果を発揮

しているとの印象（第3軸主成分得点） 
0.849  

【ダム万能】：ダムさえあれば洪水被害を完全に防げる

はずだという印象（第4軸主成分得点） 
0.141  

  

目的変数 平均値 

理解度：低  (N=73) -0.684  

理解度：やや低  (N=110) -0.252  

理解度：やや高  (N=110) 0.231  

理解度：高  (N=79) 0.771  

判別分析 （重相関係数：0.449,  判別率：43.5%） 
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出している」や「下流域の洪水被害を拡大することに繋

がる」などのように捉えるような，総じて洪水時のダム

放流は被害を拡大するという印象（以後【加害者】と呼

称）に関連する項目が挙がっていることがわかる．第2

軸として分類される内容としては，総じて洪水時のダム

から放流した場合の被害発生は管理者の人為的ミスであ

るとの印象（以後【管理者責任】と呼称）に関連する項

目が挙げられている．第3軸として分類される内容には，

それであってもダムは一定の効果を発揮しているとの印

象（以後【効果認識】と呼称）に関する項目が挙がって

いる．第4軸として分類される内容は，総じてダムさえ

あれば洪水被害を完全に防げるはずだという印象（以後

【ダム万能】と呼称）に関する項目となっている． 

以上のようなダムの洪水調節機能に関する住民の印象

のありようが，前章でみた「ダムの洪水調節機能に関す

る理解度」の分類にどのような影響を及ぼすのかの傾向

を把握するために，「ダムの洪水調節機能に関する理解

度」の4分類を目的変数とし，上述の4つの主成分得点を

説明変数とした判別分析を行った．その結果を表-7に示

す．標準化係数が正の値をとるほど，「ダムの洪水調節

機能に関する理解度」が高い状態との連動傾向を示す．

これによると，まず，「ダムの洪水調節機能に関する理

解度」に最も大きい影響をもたらしている項目は【効果

認識】であることがわかる．次いで，【加害者】や【管

理者責任】の印象が強い住民においては，ダムの洪水調

節効果に関する理解度は低い状態となる傾向にあること

がわかる．なお，【ダム万能】による影響は他の印象の

項目に比して小さいものとなっている． 

以上のことから，ダムの洪水調節機能に関する住民理

解が「高」の状態にあるためには， 

・「ダムさえあればもう洪水の心配はありません」と

いったいわゆる【ダム万能】の印象を強化するよう

なPRは効果をもたらしにくいこと， 

・洪水時のダム放流は溜め込んだ洪水を一気に放出し

ているとか下流域の洪水被害を拡大しているといっ

たような【加害者】の印象は，ダムが規則を逸脱せ

ずに運用される限りにおいては誤解であり，これら

の誤解が払拭されるための正しい知識を取得するこ

とが必要であること， 

・また，それと同時に，ダムが規則を逸脱せずに運用

されている旨の情報公開により【管理者責任】の印

象が払拭されることが重要であること， 

・とりわけ，それであってもダムは一定の効果を発揮

しているという【効果認識】の印象が促進されるこ

とが特に必要であり，その事実を理解可能とするた

めの正しい知識を取得することが重要であること， 

などの視点の重要性が示された．このうち，ダムの洪水

調節機能に関する理解度の向上に最も影響力の大きい

【効果認識】について言及するならば，もとより「効

果」というものは，それがある場合と無い場合という異

なる2状態間の差をもってして認識されるものであるが

ゆえに，ダムの洪水調節の効果に関しても，それが認識

されるためには次節でみるような「もしもダムが無かっ

たら」とか「もしもダムが放流しなかったら」などの事

態を想定する能力を持ち得るか否かが重要な点になると

考えられる． 

 

(2) ダムが無い場合を想定する能力 

そこで，ここでは，「住民がダムの洪水調節機能を正

しく理解するためには，ダムが無かった場合を想像でき

る視点を持つことが重要である」とする論点4に関する

検討を行う． 

住民が認識するダムの洪水調節効果は，原理的には，

ダムが無い場合よりもある場合の方が地域の洪水危険性

が低減されていると認識する場合に「効果あり」と認識

され，逆に洪水危険性が増していると認識する場合は

「マイナスの効果あり」，また，洪水危険性に差がない

と認識する場合には「効果なし」と認識されるものと考

えられる．そこで，ここでは，調査対象者が住まう地域

に関する「(A)現状における洪水危険性認識（ダムあり

の場合の地域の洪水危険性認識）」と「(B)もしダムが

無かったらと想定した場合の洪水危険性認識」との違い

によって，「(C)相俣ダムの洪水調節効果の認識」がど

の程度異なるのかを確認する． 

図-4 相俣ダムの洪水調節効果の認識 
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図-4は，(A)に関する設問回答と(B)に関する設問回答

の結果から， 

(B)よりも(A)の方がかなり安全， 

(B)よりも(A)の方が安全， 

(B)よりも(A)の方がやや安全， 

(B)も(A)も変わらない， 

(B)よりも(A)の方が危険， 

(B)を想像できない， 

のような6分類のもとで「(C)相俣ダムの洪水調節効果の

認識」をみたものである．これによると，(B)のダム無

しの場合よりも(A)の現状の方がより安全になっている

と考えているグループの方が，相俣ダムの洪水調節効果

を高く実感している様子がわかる．また，(B)のダムが

無かった場合の洪水危険性について想像ができないとす

るグループにおいては，相俣ダムの洪水調節効果に対す

る認識についても明確に実感することは出来ていない．  

つまり，ダムの洪水調節効果を認識するためには， 

・まずはその必要条件として，(B)のような「もしも

ダムが無かった場合」についての想像力を持ち合

わせていることが必須であり， 

・そのもとで，現状は(B)の場合の洪水危険性に比べ

て軽減されているという認識をもつこと 

が必要であることが確認される．すなわち，ここで把握

された(A)と(B)と(C)の関係を図示するならば，図-5のよ

うにまとめられよう．ここにおいて，(C)を認識するた

めには(B)の認識が必須であることは明らかであろう． 

このような「(B)もしダムが無かったらと想定した場

合の洪水危険性認識」について「想像できない」とする

傾向は，とりわけ近年に当該地域で居住を開始した住民

において顕著となっている（図-6参照）．古くからの居

住者はダムが無かった状況とダムが出来てからの状況の

双方を経験している可能性が高いことから，「(B)もし

ダムが無かったらと想定した場合の洪水危険性」につい

て認識可能であるということについては容易に想像され

る．しかし，そうでない住民，すなわち最初からダムが

ある状態から生活が始まっている住民が「(B)もしダム

が無かったらと想定した場合の洪水危険性」について

「想像できない」とするのは当然とも受け取れるもので

ある．今後においては更に，ダムが出来てからの状況し

か経験していない住民の割合が増加してゆくことは明ら

かであることから，これらの住民が「(B)もしダムが無

かったらと想定した場合の洪水危険性」を想起できるた

めの知識を，より容易に取得可能な環境整備が求められ

ると考えられる． 

 

 

6. おわりに 

 

ダムの存在による社会的な影響は極めて広範に及ぶた

め，ダムに関する議論は,前掲の合意形成問題としての

議論の他にも，河川工学の視点からの議論18), 19)や公共事

業論としての議論20)など，従来より様々な視点21)から行

われている．本研究の主眼はダムの存在そのものの是非

を問うものではないため，そのひとつひとつの議論に触

れることはしない．あくまで本研究は，ダムが持つ洪水

調節機能についての住民認識や世論のありようが，構造

物として備え持つ実際の洪水調節機能のありようと大き

く乖離しているのが実態であるならば，それは正しく是

正されるべきであろうとの立場のもと，そのために必要

となる幾つかの視点について住民意識調査に基づき検

討・整理したものである．無論，本研究での論点1～論

点4に関する検討結果は，調査結果の範囲内で得られた

もの過ぎず，他地域における検証なども重ねていく必要

はあるものの，一定の方向性については示すことができ

たという意味で意義はあると考えている． 

すなわち，本研究での検討では，洪水時のダム放流

（ただし書き操作）に関して，ため込んだ洪水を一気に

放流しているとか，下流域の浸水被害を拡大しているな

0% 20% 40%

- 1929

1930 - 1939

1940 - 1949

1950 - 1959

1960 - 1969

1970 - 1979

1980 - 1989

1990 - 1999

2000-

(N=30)6.7% (N=30)6.7%

(N=34)0.0% (N=34)0.0%

(N=50)6.0% (N=50)6.0%

(N=46)10.9% (N=46)10.9%

(N=39)10.3% (N=39)10.3%

(N=35)8.6% (N=35)8.6%

(N=32)25.0% (N=32)25.0%

(N=22)18.2% (N=22)18.2%

(N=26)34.6% (N=26)34.6%

居住開始年
（西暦）

「(B)もしダムが無かったらと想定した場合のこの地域の洪水
危険性認識」について「想像できない」とする回答者割合

図-6 居住開始年別のダムが無い場合の洪水危険性を想像でき
ない回答者割合 

 

(A)：現状におけるこの地域の
洪水危険性認識（ダムあり
の場合の地域の洪水危険
性認識）

(B)：もしダムが無かったらと
想定した場合のこの地域
の洪水危険性認識

(C)ダムの洪水調節

効果の認識

(A)

(B)

(C)

 

図-5 ダムの洪水調節効果を認識するための概念図 
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どのような誤った知識や印象については正しく是正され

ることが重要であり，加えて，たとえただし書き操作に

移行したとしても，それまでの段階で既に一定の洪水調

節効果を発揮している事実や，ただし書き操作を行わな

ければどのような危険な事態に進展する可能性があるの

かについての理解などを醸成していくことの重要性が示

されたと考えている． 

しかしながら，このような観点について，一般の住民

が平常時において学習する機会は現状では希であると言

っても過言ではなく，一般住民がダムの洪水調節機能に

関する客観的な知識を取得できる機会を増やすことや説

得技術の開発が望まれるところである．片田らは，降

雨・ダム操作・河道・氾濫・情報・避難の全ての要素を

一体的に組み入れることにより，「もしダムが無かった

ら」とか「もしダムが放流しなかったら」といった想定

のもとではどの様な事態となり得るのかを一般の住民へ

視覚的に提示することを念頭においたシミュレーショ

ン・システム22)を開発しているが，これはこのような問

題意識のもとでの説得技術の開発のひとつとして位置づ

けられよう． 
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注[1] X1とX3の間やX1とX4の間に相関が見られることは，同時

に表-3の重回帰分析における多重共線性の存在を意味してい

る．したがって表-4に示される結果は，「理解度：低」のグ

ループにおいては論点1ですら成立し得ない可能性を示唆す

るものと解釈される． 
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A STUDY ON THE INHABITANTS’ UNDERSTANDING  
OF THE FLOOD-CONTROL EFFECTS BY DAMS 

 
Toshitaka KATADA and Yasushi OIKAWA 

 
   It is clear that the flood-control dams have the effects of flood-control. However, it is difficult for all 
general public to understand exactly the flood-control effects by dams. On the contrary, after flood 
disaster, the fact is that general public actualize the impression that dams are wrongdoer, or the 
impression that dams have no effect on flood protection. In this paper, we verify a policy to correct the 
discordance between the inhabitants’subjective impressions on the flood-control effects by dams and the 
objective effects of flood-control by dams. 
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